
●海上物流の基盤強化のための港湾法等の一部を改正する法律案（仮称）

海運の効率化に資する高度船舶技術の実用化支援

水先人の養成・確保、船舶交通の安全確保、
水先業務運営の効率化・適確化

4.独立行政法人鉄道建設・運輸施設

整備支援機構法の一部改正

海上物流の基盤強化を図るため、港湾における物流拠点施設の整備、港
湾の建設及び管理の適確化並びに構造改革特別区域における特例措置の全
国展開による港湾機能の強化、特定外貿埠頭の管理運営主体の株式会社化
による管理運営の効率化、水先制度の充実・強化、海運の効率化に資する
高度船舶技術の実用化支援等所要の措置を講ずる。

港 湾 機 能 の 強 化

特 定 外 貿 埠 頭 の 管 理 運 営 の 効 率 化
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○海運の効率化に資する高度船舶技術の実用化支援業務の追加等

○造船勘定と船舶勘定を統合し、研究開発から普及に至る一貫した支
援体制を構築

○埠頭の近傍における物流拠点施設整備に対する国による無利子貸付

○重要港湾における長期・安定的な埠頭運営のための港湾施設の貸付

○陸域においても船舶等の放置を禁止

○特定外貿埠頭の管理運営主体を財団法人から株式会社に変更

○特定外貿埠頭の管理運営主体に対する規制を緩和

○資格要件を緩和し、一級から三級の等級別免許制導入

○免許更新時の講習の課程の修了の義務付け

○水先料金規制の緩和（省令料金制→上限認可制）

1 . 港 湾 法 の 一 部 改 正

3 . 水 先 法 の 一 部 改 正

2.外貿埠頭公団の解散及び業務の

承継に関する法律の一部改正

＜予算関係法律案＞


